
 売  買  契  約  書  （案） 

 １．売払い物品の名称 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 ２．規  格  ・  数  量 ○○ 

 ３．売 払 金 額         ￥     ○ ○ ○ ，○ ○ ○ －. 

 ４．契  約  保  証  金 ￥     ○ ○ ○ ，○ ○ ○ －. 

 ５．引 渡 場 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 ６．引 渡 期 限 令和○○年○○月○○日 

   上記の物品について、売払者 加  古  川  市 （以下「甲」という。）と、 

 買受者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ （以下「乙」という。）は、別記約款の条項によって 

 売買契約を締結する。 

   この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。 

   令和○○年○○月○○日 

 甲 住  所 加古川市加古川町北在家２０００番地 

 加   古   川   市 

 氏  名 加古川市長  岡   田   康   裕 印 

 乙 住  所       ○ ○ ○ ○ ○ ○   

 氏  名       ○ ○ ○ ○ ○ ○   印 



売買契約約款 
 

（総 則） 

第１条 乙は、甲が行う頭書物品の売払いにあたり、次の条項により契約を締結する。 

 

（契約保証金） 

第２条 契約保証金については、納付済みの入札保証金を全額充当するものとする。 

 

（売払代金の残金の支払い） 

第３条 乙は、売払代金から契約保証金を控除した額を売払代金の残金として、甲の発行する納

付書により、令和○○年○○月○○日までに甲に支払わなければならない。 

 

（移転登録等） 

第４条 売却物件の所有権は、乙が売払代金の残金を完納した時に、甲から乙へ移転するものと

する。 

２  売却物件の移転登録は、甲が乙の売払代金の残金の納入を確認したのちに、乙が遅滞なく行

うものとし、手続き完了後に乙はそれを証する書類の写しを市に提出しなければならない。 

３ 前項の手続きに要する費用は、全て乙の負担とする。 

 

（売却物件の引き渡し） 

第５条 甲は売却物件を甲の指定する場所において引渡期限内に現況有姿のまま乙に引渡すもの

とし、乙は当該物件の受領書を甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、売却物件の引受け及び搬出の実施については、甲の指示に従うとともに、これにかか

る輸送手配等の手続きは、乙が行わなければならない。 

３ 前項の手続きに要する費用は、全て乙が負担するものとする。 

 

（乙の請求による引渡期限の延長） 

第６条 乙は、天災地変その他その責に帰すべきことができない理由により、引渡期限内に手続

きを完了することができないときは、甲に対してその理由を付して引渡期限の延長を求めるこ

とができる。その延長日数は、甲、乙協議して定めるものとする。 

 

（危険負担） 

第７条 乙は、この契約締結の時から物品の引き渡しまでの間において、物品が甲の責めに帰す

ることのできない理由により減失又はき損した場合は、甲に対して売払代金の減免を請求する

ことができないものとする。 

 

（かし担保） 

第８条 乙は、この契約締結後において、物品に隠れたかしのあることを発見しても、これを理

由として売払代金の減免若しくは損害賠償又は契約の解除をすることができないものとする。 

 

（契約の変更及び中止等） 

第９条 甲は、必要があるときは、契約の内容を変更し、又は物品の売払いを一時中止し、若し

くはこれを打ち切ることができる。この場合において、引渡期限又は売払金額を変更する必要

があるときは、甲、乙協議して書面によりこれを定めるものとする。 

 

（契約の解除） 

第１０条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

(1) 契約の締結又は履行について不正の行為があったとき。 



(2) 契約に定める義務を履行しないとき。 

(3) 前各号のほか、乙がこの契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達することがで

きないと認められるとき。 

(4) 乙（乙が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同

じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ  役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、乙が 

法人である場合にはその役員、その支店又は契約を締結する事務所の代表者その他経営に 

実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、加古川市における暴力 

団の排除の推進に関する条例（平成２４年条例第１号）（以下「条例」という。）第２条 

第１号に規定する暴力団（以下この号において「暴力団」という。）若しくは同条第２号 

に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。又は暴力団員と生計を一 

にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含 

む。）であると認められるとき。 

ロ  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え 

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ハ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接 

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められると 

き。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いると認められるとき。 

ホ  役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

 

（損害賠償） 

第１１条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため、甲に損害を与えたときは、その損害

に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。ただし、その損害の発生が甲

の責に帰すべき理由による場合については、この限りでない。 

 

（秘密の保持） 

第１２条 乙は、契約の履行上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

 

（補 則） 

第１３条 この契約に関し、疑義を生じたとき又は定めのない事項については、加古川市財務規

則（昭和４４年加古川市規則第１３号）によるほか、必要に応じて甲、乙協議のうえ定めるも

のとする。 


